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郵送調査回収率の計量分析

与 謝 野 有 紀*
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ArinoriYOSANO

要

本研究の 目的は、郵送調査の回収率をめ ぐるい くっかの問題 に実証的 な検討 を加え ることで ある。

第一は、郵送調査 において回収率を上昇 させ るといわれ るテ クニ ックの検討であ り、 ここでは特 に、

「返信用封筒への切手の貼付」お よび 「督促ハ ガキの送付」の効果 にっい て検討 した。第二は、調査

票回収 にみ られ るパ ター ンの同定であ り、大 きく特徴の異 なる二地域(都 市 一農村)に おけ る、回収

パ ター ンの類似性の有無を問題に した。第一の点に関 しては、 「切手貼付 」が欧米の研究で示 されて

いる効果 を持た ない こと、その一方、督促ハ ガキ送 付の効果が大 きいことを示 した。後者 に関 しては、

特徴の異 なる二地域においても、回収のハザー ド率には同型のパ ター ンがあ り、回収率の差は このパ

ター ンの単純 な比例 関係 の反 映であることを明 らかに した。ハザー ドおよびハザー ド問の関係の同定

には、イベ ン トヒス トリー分析 を援用 した。

1.研 究の 目的、方法

昨今のサーベイ調査を巡る環境はいろいろな意味で悪化 している。社会学においては面接調

査法、あるいは留め置き調査法がおもに採用されてきたが、このいずれ も、回収率の全般的な

低下、調査コス トの高騰、それにともなう調査員の確保の困難などさまざまな問題を抱えてい

る。たとえば、面接調査法は回答の信頼性の点で優れているとされるが、一一方では20代 後半～

40代 の男性、常勤 ・パー ト労働の女性など面接 しにくい特定の層の未回収率が高 くなっており、

非回答バイアスの問題が回収票の代表性に大きな陰を投げかけている。また、面接調査法のコ

ス トはあいかわ らず高く、調査会社への委託の場合、1サ ンプル5,000円 、1500サ ンプルなら

ば調査管理諸費用、データ入力代金 などを含めて、800～1000万 円の予算が必要になることも

珍 しくはない。 このコス トの高さは、いまや理論と仮説検証の望ましい相互関係を阻害 しかね

ない要因とさえなっている。
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では、コス トを低 くおさえ、面接調査を代替できる方法はあるであろうか。いうまでもなく、

面接調査を完全に代替出来る調査法は存在 しないが、面接調査法の 目的の一部分は、他の調査

法によっても代替可能である。留め置き調査、郵送調査がその候補となるが、ここでは、郵送

調査にっいていくっかの検討を加えてみたい。

郵送調査法の長所としては、(1)低コス ト、(2)広範囲な調査が、決め られた期間内に、少人数

で遂行可能(こ れは、(1)とも密接に関連する)、(3)面 接 しにくい層へのアクセス可能性などが

あげ られる。その一方、短所としては、(1)回収率の低さ、(2)回答の信頼性が挙げられる。回収

率に関 しては、通常20～40%程 度とされ、日本の学術調査において郵送調査が用いられること

の少ない一因となっている。

本研究では、郵送調査法の回収率の点に問題を絞り実証的に検討を加えていく。郵送調査法

では、回収率を上昇させるためのいくっかのテクニ ックがあるが、 日本におけるこれら有効性

は必ず しも明らかではない。ここでは、この問題に実証的にアプローチ し、その有効性を検討

す る。また、郵送調査の回収パターンのもっ特質をイベン トヒス トリー分析を用いて明らかに

す る。

2.デ ー タ

本研究で用いるデータは、1993年10月 ～11月 にかけて、兵庫県長寿社会研究機構のプロジェ

ク ト研究(注1)の一環として行われた郵送調査のデータである。郵送調査の概要は以下の通 りで

ある。

対象地域:兵 庫県尼崎市および青垣町

対 象 者:満55才 ～74才 までの男性750名(尼 崎市500名 ・青垣町250名)、 女性750名(尼 崎

500名、青垣町250名)の 合計1500名

抽出方法:尼 崎市、青垣町それぞれの住民基本台帳より系統抽出法によるランダムサ ンプリン

グ。

調査期間1993年10月28日 ～11月30日

全体の回収数 有効回収数911件(11月30日 まで)

有効郵送数:1415件(全 送付数1500件 のうち、転居などの理由により調査票が返送されてきた

85件 を除く)

回 収 率:64.38%

調査方法:郵 送調査法。ただ し、TotalDesignMethod(注2)に 部分的に準拠。

① 宛名書き:す べて手書き

② 切手の貼付:原 則として、返信用封筒はすべて切手を貼付 した。(た だ し、切手貼付の

効果測定のため、100サ ンプルは料金着払いとした。詳 しくは、次節参照)

③ 返信用封筒:返 信用封筒は定形封筒を使用 し、返送宛名はゴム印を使用。

④ 督促:督 促のはがきを、11月9日 に全対象者に送付。

⑤ 調査票の再送付:全 サンプル1500件 のうち、500件 にっいては、改めて挨拶状を同封の

上、調査表を2回 送付。

⑥ 調査票の発送:1回 目を10月28日 に、2回 目を11月18日 に行 った。

⑦ 調査票:A4判 、12頁 。ただし、1頁 目は、挨拶および調査協力のお願い。
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次節以降では、上記の要領で行われた調査に関す る回収数の時系列データを対象とし、回収

率上昇のテクニックである 「切手貼付」や 「督促状送付」の効果の分析、およびイベン トヒス

トリー分析を適用 した回収パターンの解析を行 っていく。

3.郵 送調査のテクニックとその効果の同定

本節では、郵送調査の回収率を上昇させるテクニ ックとしてよく用いられる以下の2っ にっ

いて、その効果の実証分析をこころみる。第一は返信用封筒への切手の貼付であり、第二はハ

ガキによる督促である。第一のテクニ ックは、欧米での経験に依拠 して用いられているが、日

本におけるその実際的な効果の有無は必ず しも明らかではない。また、第二のテクニックの効

果は、郵送調査の経験があればその回収過程である程度認識されるところであろうが、ここで

はパラメ トリックなモデルの当てはめにより、その効果を推定 し、明確にする。

3-1返 信用封筒への 「切手貼付」の効果

返信用封筒に 「切手を貼付する場合」と 「料金着払いにする場合」の回収率の違い、また、

その費用効果にっいて、欧米ではいくっかの既存研究があり、切手の貼付が回収率を十分に改

善することを指摘 している。たとえば、J.R.HarrisandH.J.Guffey,Jr(1978)は 、返信用

封筒に切手をはった場合と料金着払いの場合で6%以 上の統計的に有意な差があることを示 し

ている(切 手:36.4%、 着払い:30.3%)。 その一方、 日本においては、この種の郵送調査の

テクニックがもたらす効果に関 して、実証的な分析はほとんどない。

ここでは 「切手貼付」の費用分析を行う目的で、尼崎市のサンプルを、調査票に同封の返信

用封筒に 「切手を貼付 したもの」と 「料金着払いに したもの」の2つ のグループに分け、回収

率を比較す ることに した。

尼崎市の住民基本台帳か ら抽出したサンプルは1000ケ ースであるが、調査票を1回 のみ送付

したのはそのうちの600ケ ースである(注3)。この600ケ ースのサ ンプルを、返信用封筒に切手を

貼付する500ケ ースと料金着払扱いにす る100ケ ースとにランダムに振 り分けた(注4)。回収の結

果を表1に 示 した(た だ し、転居などの理由で調査票が返送された52ケ ースは分析か ら除いて

いる)。

表1返 信用封筒に切手を貼付した場合と料金着払いの場合の回収率比較

発 送 数

(不達を除く)
回 収 数 回 収 率

切 手 貼 付 455 245 53.85

料金着払い 93 50 53.76%
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表1か ら明 らかなように、返信用封筒に切手を貼付 した場合と料金着払いにした場合では、

残念ながら回収率にほとんど差が見られない。また、比率の差の検定を行っても両者の間には

有意な差があるとはいえない(z=.015)。 っまり、欧米での既存研究の中で主張されている

切手貼付の効果は、少なくとも尼崎の中高年層に対 しては見 られ ない。

このサ ンプルの0.1%に 満たない回収率の差では、費用効果分析をあえてする必要もないだ

ろう。切手の貼付が、(1)サンプル数の大きな郵送郵送調査ではかなりの労働負担になること、

また、(2)料金着払いにすることで郵送料金をかなり節約できることを考えると、これ らの回収

コス トをかけて切手を貼付す ることの意味はまった くなく、各種資源の無駄使いをしているに

すぎないということになる。郵送調査の回収率の上昇という点で、無批判に用いられているこ

のテクニックの有効性は、日本での調査一般においても疑 ってかかる必要がある。

欧米の既存の研究とは異なる結果が出た理由は種 々考えられようが、対象者と調査者の関係

が必ず しもDillmanが いうような 「交換理論的な場」において設定されているのではなく、

そのために切手の貼付による互酬関係の促進という過程が働かないためかもしれない。あるい

は、本サ ンプルが中高年層で構成されているために、交換より贈与的な関係 として調査への協

力がより生 じやす くなっているためなのかもしれない。いずれにせよ、回収率のみに関するこ

の種のデータから、回答者の 「行為の意味づけ」について適切な推論をするのは難 しい。ただ

し、もしも切手貼付に対する反応のこのような違いが、欧米と日本との間で0般 的に見 られる

ならば、調査協力という行為に対する 「意味づけ」や 「解釈」の差の存在を見てとることがで

きるだろう。 この点は、単にテクニックとしての切手貼付の効果の問題を越えた興味ある今後

の課題である。

3-2督 促状送付の効果の指数モデルによる推定

ここでは、督促状の送付によってどの程度回収率を上昇させ得るのかを、モデルの外挿によっ

て推定する。

分析対象 となるのは、図1に 示 した回収数に関する時系列データである。
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図1を 見ると、大きく分けて、第1回 目の調査票送付直後、11月9日 の督促状直後、11月18

日の第2回 目の調査票送付直後の3っ 時期に回収数の山があることが分かる。ただ し、かなり

山谷の凹凸が激 しく、回収率の変化を単純な曲線で表現するのがこのままでは困難である。こ

のように細かい凹凸のある複雑な曲線を構成する最たる理由は、7日 周期の波が回収数に存在

するためである。図1の データは、調査票が投函された消印をもとに作成されている。そのた

め、集配の少ない日曜 日(あ るいは土曜 日)は 回収数が少なくカウン トされ、月曜 日には日曜

日分の回収数を加えてカウン トされることになる。

調査期間の初めての日曜日は10月31日 であり、ここでは回収数が…落ち込み、翌月曜 日(11月

1日)に 回収i数が多 くなっている。このパターンは、11月7日(日)と11月8日(月)、11月

14日(日)と11月15日(月)に もみ られ る。これは、実際の対象者の調査協力のパターンの反

映というよりも、郵便回収などによるかなりアーティフィシャルなゆがみを受けたものと見て

よいだろう。

そこで、対象者の回答パターンの本質をとらえやす くするために、この郵便回収によるアー

ティフィシャルなゆがみ除去 して回収の動態を把握 したい。そのために、ここでは、3時 点の

移動平均をとることで、データをスムーシングして表現し直すことにする(注5)。データをスムー

シングして再表示 したのが図2で ある。
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かなり凹凸が除去され、回収の傾向をとらえやす くなっている。ただ し、移動平均をとった

ために、11月9日 、10日 の回収数が多く見積もられ、督促状を送付 したことによる回収数の増

加は図1よ りなだ らかになってしまっている。

ここでは、このようにスムーシング処理 したデータをもちいて、督促状送付の効果を明らか

にしたい。そのために、督促状送付前(10月31日 ～11月8日)ま での、回収率の変化をモデル

化 し、それをもとに推定を行う。当てはめには、時間とともに変化する現象の基本的なモデル

である指数モデルを試みる。
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♂

指数モデルは、微分方程式:dy/dt=一 αyに対応 し、yの 変化の早さが、常にyの 量に比

例するというモデルである。このモデルに従う典型は原子崩壊であり、っねに残量の一定の割

合での原子が崩壊する。ここでは、調査票の回収に関しても向様の過程を想定 していることに

なる。っまり、未回答者の一定の割合が毎 日回答(調 査票の返送)す るというモデルである。

現実的には、回答率が時間依存するモデルをも模索するべきであろうが、スムーシングしたデー

タへのパラメ トリックなイベン トヒス トリー分析には未検討な部分が多い。そのため、時間依

存なモデルの利用は見合わせ、第一次近似として指数モデルを適用することにする(注6)。

先の微分方程式は、y、=y。e-atに対応す るが、このモデルを督促状送付前の期間について適

応 し、対数変換 した線形モデルに直 して最小二乗法でパラメータ推定を行った。その結果は、

ケース数が8ケ ースと少ないながら、ひじょうによいフィットを示 している(表2、 図3参 照)。

表2線 形回帰によるパラメータの推定

変 数

(対数変換)
推 定 値 RZ

修 正R2

0.8835

'・ ・・…

定 数 項 4.270541

回 収 数 一 〇.181939

ただ し、このことが指数モデルが最適であることを意味するのではないことには改めて注意

する必要がある(注7)。表の推定値は、対数変換 して線形モデルに直 したものであるが、これを

もとのべき乗の形で表現すれば、

回 収 数=71.56*exp(-0.1819*日 数)

という形になる。

また、このモデルを督促状回収以降にっいても外挿 してい くと、図4の 結果が得 られる。図

4の 点線は、回収率の変化が指数モデルに従うと仮定 し、督促をしない場合の回収状況を表わ

したものである。図4に 従えば、第二回 目の調査票が送付 される11月18日 までの回収率は、

38.4%(543ケ ース)と なり、実際の回収率の60.3%(853ケ ース)よ りかなり低い回収状況が

予測される。ここで予測された38.4%と いう値は、郵送調査において通常予測される回収率

(20%～40%程 度:(原 純輔、海野道郎、1984))に 近い値であり、この調査において、督促

状の送付は約22%を も回収率を上昇させていることになる。

上記によって、督促状送付が回収率の上昇に大きく貢献 していることがいえようが、この効

果はどの程度の大きさなのだろうか。ここでは、一回 目に調査票を送付 したときの反応の仕方

と比べることでその大きさをとらえてみたい。そこで、督促状送付の効果が、一回目の調査票

送付と同型であると仮定 し、督促状の効果が現れる11月11日 から表2で 推計 したモデルと同型

の反応があるとした場合を考えてみる(注8)。ただ し、1回 目の調査票送付の効果も相変わ らず

残存 しているとしよう。っまり、回収は2つ の効果の加算されたものとして進行するというモ

デルである。比較にあたっては、督促状の効果をはっきりと識別できるように、11月10日 、11

日(ハ ガキが届 く日)の 値を、単純な移動平均か ら、表2の モデルに基づいて推計される回収

数に修正 した。その結果を図示 したのが、図5で ある。
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図5か ら明らかなように、督促状の効果は、1回 目の調査票送付の効果とは明らかに異なる。

督促状は、一回目の調査票の効果よりも、劇的に回収率を上昇させているが、その後の効果は

急激に減衰 しているように見える。ただし、この効果に関する正確な評価 と詳細な比較をする

ためには、ハザー ドを計算 し、比較するためのモデルの工夫が必要となろう。ここでは、最単

純モデルを用いた以上の比較か ら、督促状のもっ大きな効果を印象づけるにとどめよう。

以上か ら、督促状の送付は、郵送調査の回収率の上昇のためにはかなり効果のあるテクニッ

クであるということができる。この調査では最終的に65%近 い高回収率を達成することができ

たが、これは主として督促状送付の効果が大きかったことによる。 どの時期に、督促状を送付

すれば、もっとも回収率を高め られるのかは今後の最大の関心事だろう。ただ し、上で試みた

ような数理モデルの中でフィットのよいものを見いだすことができれば、最適な時期を計算す

ることはさほど難 しいことではない。この意味で、適切な数理モデルの構築が望まれる。

4.イ ベ ン トヒス トリー分析 による回収パ ター ンの比較

ここでは以下のような問いに対 してデータか ら実証的に回答を与えたい。その問いとは、

「郵送調査の回収には、対象によらない何か一定のパターンを見いだすことが可能であろうか」

というものである。
一定のパターンをもし回収率自身と考えるならば

、この問いに対 しては、明らかに否定的に

答えざるを得ない。たとえば、この調査対象の二つの地域では、回収率は大きく異なっている

か らである。
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表3尼 崎と青垣町の回収率

尼 崎 市 青 垣 町

発送件数(不 達を除く) 915 500

回 収 数 503 408

回 収 率 55.0% 81.6%

しかし、このように最終的な回収率には大きな差がありなが らも、尼崎市 と青垣町それぞれ

の回収数の変動の仕方は、図1を 見るかぎりきわめて似通っているように思われる。もし、時

間軸に沿 った回収数の変動の仕方に着 目したならば、前の問いに対 して、 「一定のパターンが

存在する可能性がある」といえるかもしれない。

以下では、 「都市部」に位置づけ られる尼崎市と 「農村部」に位置づけられ る青垣町の二群

の独立なランダムサンプルの比較を通 して、この問題を検討する。ちなみに、この二地域は、

職業構造のみならず、学歴構成、住宅形態、同居形態、余暇の活動性など多様な側面において

明確な違い示 している(注9)。

さて、図1に おける変動パターンのおおよその一致は、尼崎市の回収数を縦軸に、青垣町の

回収数を横軸にとってプロットするとさらにはっきりと分かるだろう。(図6参 照)。 この両

地域の回収数の相関係数は、.932と きわめて高い。
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図6尼 崎市と青垣町の回収数の散布図

しかしながら、回収数の変動をそのまま比較することにはいくぶんの問題がある。というの

も、回収数の変動は、 日々それぞれの回収率の変動とは一致 しないからである。より詳 しくい

えば、日々の調査票の回収率は、その時点での未回収数を分母として計算されなければならな

い。たとえば、100サ ンプルのうち、1日 目に40、2日 目に30ケ ース回収されたとす ると、一

日目は40/100=40%、2日 目は30/60=50%の 割合で回収できたことになる。この観点か ら

すれば、回収数は少なくとも、2日 目の方が未回収の人か ら回収できる率が高い。厳密にこの

2つ の地域の回収のパターンを比較するためには、各回収 日ごとにどの程度の率で回収が期待

できるのかをモデル化 し、比較する必要がある。この考えは、イベン トヒス トリー分析(あ る

いは、生存時間分析)に おける、ハザー ド率のアイデアに対応する。
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ハザー ド率は、 「ある時点tま では事象が生起 していないという条件の下で、tか らt+

△tま でのごく短い時間での、単位時間当た りの事象生起率」を表す概念であり、数式的に以

下で定義される。

Pr〔t<T≦t十 △tIT>t]
h(t)=ム1畢 。 △t

このハザー ド率を用いた解析手法は、社会学では、企業の倒産年数、犯罪者の再犯 日数、離婚

発生年数などの現象を、また、医学、生物学では、生存率(死 亡率)を 説明す るために用いら

れている。ここでは、まず両地域にっいて、調査票回収に関するハザー ド率をKaplan-Meier

法を用いて推定 し、比較検討を加える事から始める。

それぞれの地域のKaplan‐Meier法 によるハザー ドの推定結果を時系列 プロットしたのが

図7で ある。
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図7尼 崎 と 青 垣 の ハ ザ ー ド曲 線
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図8尼 崎と青垣の累積ハザー ド曲線
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ハザー ドは青垣町の方が全体として尼崎よりピークが高いところにあるとはいえ、2っ のハ

ザー ドの推移の仕方は、視覚的にきわめて似通っているように思われる。また、両地域のハザー

ドの比は、どの日をとってもほぼ一定値であるように見える。ただ し、図8の 累積ハザー ドの

方に注 目すると、日にちの経過とともに、青垣町と尼崎市の差が広が っていくことが分かる。

この累積ハザー ドの違いが最終的な回収率の差となって現れているのであって、ハザー ドの推

移そのものには両地域共通の同型のパターンがあり、ハザー ドは比例関係で単純化 してよいよ

うに思われる。もし、両地域のハザー ドが同型で、単純な比例関係にあることが示されるなら

ば、 「両地域に共通の回収パターンの存在」をいってよいだろう。

幸いに、このような比例関係は、D.Coxの 比例ハザー ドモデルを用いて検討す ることがで

きる(注10)。D.Coxの 比例ハザー ドモデルをもちいれば、まず第一に、2つ の層の間で、ハザー

ド比が一定と仮定 し、その比例定数を推定できる。また、第二に、その比例定数が時間依存で

あるモデルをさらに仮定 し、時間依存項の有意性をみることで、一定の比例関係(時 間依存 し

ない比例関係)を 仮定 したモデルの妥当性を統計的に検定す ることができる。もし、時間依存

項が小さく、統計的に有意でないならば、二つの層の間の関係は単純な比例関係にあるといっ

てよい。っまり、ここでの場合、二つの地域での、回収 「パ ターン」は同型であるといってよ

い。

表4は 、Coxの 比例ハザー ドモデルによる推定結果である。

表4Cox比 例モデルの推定結果

変 数
推定値

B x2 自由度 有意性
exp(B)

(比 例 定 数)

地 域 .6874 100,442 1 .0000 1.9886

た だ し、地 域変 数 は、0:尼 崎1:青 垣。

こ の モ デ ル で の 、 累 積 ハ ザ ー ドの推 定 結 果 を 図9に 示 した 。 図9とKaplan-Meier法 に よ

る個 別 の 推 定 結 果(図8)と は き わ め て 類 似 して い る。
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また、比例ハザー ドモデルでは、LML曲 線は必ず2層 間で平行になる(図10)が 、両地域

それぞれ個別にもとめたLML曲 線(図11)は 、ほとん ど平行である。
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図11尼 崎と青垣の個別のLML曲 線

以上か ら、この両地域の回収率のハザー ド間には単純 な比例関係の存在が想定されるが、これ

を比例定数が時間依存であるモデルを検討することで統計的に検討する。
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表5時 間依存のCox回 帰モデルの推定結果

変 数
B

推定値
x2 自由度 有意性 exp(B)

時間依存項 .0085 ・i 1 .410 1.00

地 域 .6032 24.19 1 .000 1.83

た だ し、地 域変 数 は、0:尼 崎、1:青 垣。

表5は 、時間依存項を入れたCox回 帰モデルの推定結果である。時間依存項は、値が小さ

くexp(B)は ほとんど1と なっており、有意な効果を持たない。っまり、時間によって比例定

数項は変化 しないといってよい。以上から、尼崎市と青垣町の回収の動態は、ハザー ドに注 目

する限り、比例関係で単純に記述できる同一パターンを有 しているといえる。

表4の 比例ハザー ドモデルの推定結果から、青垣町と尼崎市のハザー ド比は1.99倍 であり、

どの日にちをみても青垣町の日々の回収率が約2倍 高いことがわかる。 この日々の回収率の差

の集積が、最終的に両者の25%以 上の回収率の差となって現れた ことになる。っまり、農村部

の青垣町と都市部の尼崎市の回収に関する本質的な差は、回収率の差25%で はなく、 日々の回

収率の比1.99で あるという事になる。

以上の分析を通 じて、本節の当初の問いに対 しては、こう答えることができる。調査票の回

収には 「対象によらない何か一定のパターンが存在する可能性がある」。ただ し、この共通の

パ ターンが、回収率の異なる各種の集団間(男 女間など)で も一般に見いだ しうるのか否かは

今後実証的に検討 しなければならない。

5.要 約

ここでは、以下の二点にっいて実証的に検討を加えた。(1)郵送調査のテクニ ックの効果の検

討、および(2)郵送調査回収にみられるパターンの同定である。

前者に関 しては、 「切手貼付」の効果がないこと、その一方、督促ハガキ送付の効果が大き

い事を示 した。後者に関 しては、かなり特徴の異なる二地域において、ハザー ドに着目すれば、

同型の回収の動態パターンを見いだせることをイベ ントヒス トリー分析を通 じて明らかにした。

ただ し、 「なぜ大きく特徴の異なる両地域で、共通の回収パター ンが現れるのか」、その理由

はこれか ら解 くべき開かれた課題のままに残されている。また、この現象は、 「集団」のもっ

マクロな特性として解明されるのか、 「個人」を通 じて ミクロな説明が可能なのかといったこ

とも、同様に問いとして残されている。
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付 記

本研究の分析に用いたデー タは、兵庫県長寿社 会研究機構のプ ロジ ェク トの一環 として収集させていた

だき ま した。調査の遂行、デー タの作成 ・利用に関 して、兵庫県長寿社会研究機構 の内田貞夫氏および中

西史宏氏には各種の便宜をおは らいいただき ました。 また、特に、中西史宏 氏には、本分析の中心 となる

時系列デー タの整理、作成作業に関 しまして、多大 なご苦労をおかけいた しま した。記 して ここにお礼申

し上げ ます。

注

1)本 研 究で用 いるデー タは、兵庫 県長寿社会研究機構の平成5年 度 プロジェク ト 「農村 と都市 の地域間・

世代間交流による社会参加 と健 康づ くりに関す る調査研究」(座 長愼村久子(奈 良文化女子短期大学))

の一環 と して行われた郵送調査 に関す るものであ る。調査の概要等は、兵庫県長寿社会研究機構報告書

(1994)を 参照。

2)TDMに っいては、D.Dillman(1974,1983)に 詳 しい。 また 、小 島(1991)に お いて簡 潔 な紹介が

あり、 また、そ の 日本 におけ る適用が行われてい る。TDMに お いては、調査票 のサイズ、質問 の並び

な どにいた るまで細か い指定が あり、Dillmanに よれ ば70%以 上の回収率が平均的 に得 られ るとされて

いる。

3)尼 崎市 の400ケ ー ス、青垣町の100ケ ース にっい て2回 目の調査票送付 を行 っている。ただ し、料金着

払 いに した100ケ ース にっ いてはすべ て一回のみ調査票 を送付 してい るので、 ここで は比較のため、尼

崎市 のサ ンプル のうち2回 調査票 を送付 したサ ンプルは用 いない。

4)切 手 を貼付す るサ ンプル と着払 いにす るサ ンプルの振 り分け は、系統抽 出法 にな らった形式で ランダ

ムに行 った。そのため、 「着払い」に したサンプルの地域が集 中す るな どのバ イアスは回避 され ている。

5)ス ムー シ ングす ることで デー タの と特徴 を よ り明確 化 しよ うとい うア イデア は、EDA(Tukey

(1977))の 中 に典型的 にみ られ るが、移動平均 を利用す ることで平準化す る手法 は、一般 にARIMA

モ デル にお いて用 いられ ている(与 謝野、1994)。 イベ ン トヒス トリー型 のデー タに関す るこの手法 の

適用 はあまりなされ ていないようで あり、 イベ ン トヒス トリー分析 にお いて、この種 のデータ加工が及

ぼ告影響 はいまのところ明確では ない。

ちなみ に、こ こでは3時 点の移動平均 を とってい るが、 これ は以下の変換 を施 したものであ る。y'

(t)={y(t-1)+y(t)+y(t+1)}/3こ のため、もとの系列 よ り2時 点分短 くなってい る。

6)パ ラメ トリックなイベ ン トヒス トリー分析 を適用す ると、指数モ デル より、ワイブル分布 を仮定 した

モ デルの方が フ ィッ トが よい。ただ し、ス ムー シング した この種 のデータに関す るイベ ン トヒス トリー

分析 は例が少 ないようであ り、未検討 な部分が多 いため、 ここで は基本的 な指数モ デルを用 いることと

し、 また統計的検定 ・推定は行わ ない。

7)指 数モ デルの代わ りに、線形モデルで推定 して も比較的 よいフ ィッ トが え られ る。ただ し、回収数が

負 になることはあ り得 ないので、線形モデルは理論上不適であ ろうが 、注4で 指摘 したように、 ワイブ

ルモ デル などより優れたモデルが存在す る可能性は否め ない。

8)督 促状 の効果 は、回収数=58.04*exp(-0.1819*日 数)と いうモデルで推 定 している。 これは、

調査票送付のモ デルを もとに して、切片のみ11月11日 の未回収数 にあわせ て調整 したもので ある。

9)有 職率、教育年数、余暇の活動性指標 などにお いて、両地域 は統計的 に有意 な差 を示 している。有職

率は青垣町が高 く、学歴は尼崎が高 い。 また、職業構成 も、現職、主職 の両者 にお いて、青垣が農業、

お よびマ ニュアル労働で特徴づけ られ るの に対 し、尼崎 は全体 にノンーマニュアルにシフ トしている。
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詳 しくは、 プロジ ェク ト報告(1994)を 参照。

10)比 例ハザー ドモデルでは、ハザー ドの関数形を特定す る必要が ないため、パ ラメ トリ ックモデル によ

る推定よ りも、 ここでの 目的に適 している。また、関数形の特定の必要が ないため、スムー シングなど

の加工 は ここでの分析 では行 わない。比例 ハザー ドモデルにっいては、医学デー タへの適用例を中心に

した解 説があ り、浜 島(1990)が 分 か りやす い。
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Summary

Thispapertriestogiveanempiricalexaminationonsomeissuesconcerningquestionaire

return-rateformailsurveys.Theissuesexaminedarelargelydividedasfollowsefficiencyof

usingstampedenvelopesandfollw-upreminder;identificationofthepatternsofquestionnaire-returns

inurbanandruralareas.First,itisfoundthatstampedenvelopesdonothavesuchan

effectassuggestedbyresearchesdoneintheWest,whileeffectoffollow-upreminderbeing

substantial.Second,employingEvent-historyanalysis,Ifindthat・hazardratepatternsof

questionaire-returnsareidenticalbetweenurbanandruralareas.Furtheranalysiselucidates

thatrural-urbandefferenceinthequestionaire-returnratesisaproductofarea-differencein

hazardrates,ratherthanofarea-differenceinquestionaire-returnrates.




